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   講師：健康スポーツ学科 准教授 金子元彦 
                    （専門：スポーツ方法学） 
13:00～14:30 
 






   講師：健康スポーツ学科 准教授 古川 覚 
                    （専門：生理学、運動生化学） 
14:40～16:10 
 






   講師：健康スポーツ学科 准教授 岩本紗由美 










   講師：健康スポーツ学科   教授   神野宏司 
                    （専門：体力学、健康増進科学） 
13:00～14:30 
 






   講師：健康スポーツ学科   講師   鈴木智子 
                    （専門：運動学、ﾀﾞﾝｽｴｸｻｻｲｽﾞ） 
14:40～16:10 
 






   講師：健康スポーツ学科  教授   鈴木哲郎 










   講師：生活支援学科    教授   嶋﨑博嗣 
      （子ども支援学専攻）         （専門：幼児健康学） 
13:00～14:30 
 






   講師：健康スポーツ学科   教授   齊藤恭平 
                    （専門：健康社会学、ﾍﾙｽﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ）
14:40～15:10 修了式 
 
                    ＊原則として全てのプログラムを受講して頂きます 
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（３）受講者の評価
　各回の講座内容に関する評価を感想の自由記載により実施した。大学での教育や研究に関する専門知識の
提供したこともあり、知識内容に関しては一様に満足する内容であるとの評価を得ている。参加者にとって
「直接的にほしい情報が得られた」という評価も多く得ている。また「科学的根拠に基づくスポーツ指導の重
要性への気づきのきっかけとなった」という評価も多く得られている。「東洋大学（健康スポーツ学科）へ入
学したくなった」「有料でもこのような講座は受講したい」「次年度も継続してほしい」など多くの肯定的評
価をいただいた。一方で講義が中心のプログラムであったため、「実技を入れてほしかった」という意見や、
指導対象を絞った内容を求める意見、参加者募集の広報手段に関する意見など否定的な意見も一部見られた。
４、考察と今後に向けて
　本研究課題は「大学と行政との協働」を主要なテーマとしたものの、協働の内容が限定された結果となっ
てしまった。本事業の起案から実施にいたるまでのほとんどが大学主導で、一部、アンケートの集約や講座
プログラムの中の一部（朝霞市のスポーツ振興について）を朝霞市教育委員会が担当するといった内容に終
始してしまった点は残念である。本来であれば起案から事前調査、プログラム内容の決定、実施、評価に至
るすべてのプロセスを大学と行政担当課で共有し協働していくことが、今回の研究テーマが本来目指すべき
方向であったであろう。しかしながら、今回の取り組みが今後、本学部健康スポーツ学科と朝霞市とのスポー
ツ振興を通じた協力関係の一つのきっかけであったことは事実である。
　また参加者の評価をみたとき、今回の講座プログラムが市内のスポーツ指導者へのアンケート結果を反映
させているため、指導者のニーズに呼応する内容となり、朝霞市のスポーツ振興事情に応じた内容が提供で
きた点は評価されるものであると考えられる。このような内容の講座を今後も継続させていくことにより、
適確な知識を持つ市民スポーツ指導者が多く育ち、結果として朝霞市全体のスポーツレベルや環境の向上に
貢献できることが期待できる。一方でこのような講座は市民指導者のエンパワメント効果やモチベーション
向上の効果が期待できるが、エンパワメントされた市民による総合型地域スポーツクラブの可能性やNPO等
の設立も期待したい。
　今後もこのようなスポーツ環境づくりの中心として大学が機能することが必要であり、大学と行政、市民
との協働による更なるスポーツ環境の創造が継続されることが重要である。
